
 

財

自

源

主

源
財

依

存

2018.5 45 2018.5

歳入
476億円

歳出
（目的別）

476億円

地方譲与税 4億7,000万円(1.0％）
国が徴収した税金から一定の基準に従い譲与されるお金

議会費 3億9,262万円(0.8％）
市議会の運営 

総務費 39億7,974万円(8.3％）
税務、戸籍、選挙などの事務や市役所
の管理など 

民生費 173億891万円(36.4％）
高齢者や乳幼児、障害者などの福祉、
生活保護、災害救助など

衛生費 26億6,993万円(5.6％）
各種健康診断や環境対策など

労働費 2億2,819万円(0.5％）
雇用労働対策、人づくり事業など

使用料及び手数料 5億19万円(1.0％）
市の施設使用料や住民票、各種証明書などの
交付手数料

分担金及び負担金
6億9,299万円(1.5％）
市が行う事業で特定の利益を受ける人
などから徴収するお金

市税
　128億5,000万円
　  (27.0％）

諸収入ほか 32億3,398万円(6.8％）
どの費目にも含まれない他の収入

市民税 53億2,162万円
固定資産税 58億493万円
軽自動車税 3億6,821万円
市たばこ税 7億円
入湯税 10万円
都市計画税 6億5,514万円

一般会計当初予算（骨格予算）
問財政課（市役所６階）☎32-2020

予
算

当
初
予
算
の

特
徴

　
平
成
30
年
度
当
初
予
算

は
、
骨
格
予
算
と
し
て
編

成
し
ま
し
た
。
政
策
的
な

判
断
が
必
要
と
な
る
新
規

施
策
や
補
助
金
な
ど
は
、

原
則
と
し
て
計
上
を
見
送

り
ま
し
た
。

　
そ
の
た
め
、
市
民
生
活

へ
の
影
響
に
配
慮
し
な
が

ら
、
義
務
的
な
経
費
や
継

続
的
な
事
業
に
必
要
な
経

費
を
中
心
に
計
上
し
て
い

ま
す
。

　
な
お
、
今
回
計
上
を
見

送
っ
て
い
る
新
規
施
策
や

政
策
的
経
費
に
つ
い
て
は
、

６
月
補
正
予
算
に
お
い
て

対
応
す
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。

骨
格
予
算
と
は

　市
長
選
挙
な
ど
を
控
え
た
自

治
体
が
、
義
務
的
経
費
や
経
常

経
費
、
継
続
事
業
費
な
ど
を
中

心
に
編
成
す
る
予
算
で
す
。

　選
挙
後
の
補
正
予
算
で
、
市

長
の
意
向
を
反
映
さ
せ
た
事
業

な
ど
を
予
算
計
上
し
ま
す
。

 

歳
入
の
ポ
イ
ン
ト

●
地
方
交
付
税
は
、
合
併
特
例
期
間
の
終

了
に
伴
う
段
階
的
な
減
額
な
ど
に
よ
り
、

６
億
６
千
万
円(

５
・
６
％)
の
減

●
市
債(

市
の
借
入
金)

は
、
小
・
中
学
校

施
設
整
備
事
業
の
本
格
実
施
な
ど
に
よ

り
、
９
千
万
円(

１
・
４
％)

の
増

●
骨
格
予
算
編
成
の
た
め
、
国
庫
支
出
金

は
５
千
万
円(

０
・
８
％)

の
減
、
県
支

出
金
は
１
億
２
千
万
円(

３
・
３
％)

の

減

 

歳
出
の
ポ
イ
ン
ト（
性
質
別
）

●
扶
助
費
は
、
子
ど
も
医
療
費
や
民
間
教

育
・
保
育
施
設
運
営
費
の
増
な
ど
に
よ

り
、
２
億
８
千
万
円(

２
・
６
％)

の
増

●
人
件
費
は
、
職
員
退
職
手
当
の
減
な
ど

に
よ
り
、
３
億
２
千
万
円(

４
・
４
％)

の
減

●
骨
格
予
算
編
成
の
た
め
、
物
件
費
は
10

億
４
千
万
円(

16
・
１
％)

の
減
、
普
通

建
設
事
業
費
は
３
億
１
千
万
円(

４
・

４
％)

の
減

●
今
年
度
か
ら
、
下
水
道
事
業
が
企
業
会

計
方
式
に
移
行
し
た
こ
と
に
よ
り
、
繰

出
金
は
19
億
１
千
万
円(

36
・
５
％)

の

減
、
補
助
費
等
は
14
億
円(

22
・
６
％)

の
増

市債 67億7,590万円(14.2％）
国や金融機関などから借り入れるお金

県支出金 34億4,799万円(7.2％）
県が認めた特定の事務事業の実施に
あたって県から交付されるお金

国庫支出金
63億3,758万円(13.3％）
国が認めた特定の事務事業の実施
にあたって国から交付されるお金

地方交付税
112億2,000万円(23.6％）
全国の自治体が同水準の行政を進め
られるよう、財政運営の均衡を取る
ために国から交付されるお金

地方消費税交付金ほか
20億7,137万円(4.4％）
地方消費税のうち県から交付されるお金など

農林水産業費 13億5,270万円(2.8％）
農林水産業の振興、農道・林道・ため池の整備など

商工費 16億6,724万円(3.5％）
商工業や公共交通、観光の振興など

土木費 40億4,240万円(8.5％）
道路や橋、公園、住宅整備など

消防費 17億340万円(3.6％）
津山圏域消防組合の負担金や
消防団の車両整備など

教育費 77億1,279万円(16.2％）
幼稚園や小中学校、社会教育、
芸術文化・スポーツの振興など

公債費 59億8,079万円(12.6％）
市の借入金の返済

災害復旧費 2,853万円(0.1％）
道路や水路などの災害復旧

その他 5億3,276万円(1.1％）
諸支出金、予備費 

概要をお知らせします平成30年度当初予算の

用語の説明
一般会計　福祉や教育、道路整備や産業の振興など、基本的な市の事業を行う会計
特別会計　特定の事業を行うために、特定の収入をその支出に充てるため、経理を独立して設ける会計
財産区会計　所有する山林などの管理や処分を目的とした、地方公共団体の特別な会計
下水道事業会計　下水道事業から得た収入で下水処理などの費用を賄う独立採算制の企業会計
水道事業会計　水道事業から得た収入で浄水や給水などの費用を賄う独立採算制の企業会計
工業用水道事業会計　久米産業団地に立地する工場への給水事業の企業会計

会　計　名 予 算 額

特

別

会

計

介護保険特別会計 100億7,404万円
国民健康保険特別
会計 98億3,883万円

土地開発公社清算
事業特別会計 24億9,301万円

後期高齢者医療特
別会計 13億9,814万円

食肉処理センター
特別会計 7,750万円

公共用地取得事業
特別会計 1,108万円

奨学金特別会計 922万円
磯野計記念奨学金
特別会計 563万円

財産区会計 1,354万円
下水道事業会計 74億4,976万円
水道事業会計 52億1,172万円
工業用水道事業会計 4,551万円

性質別歳出
区　分 予算額 構成比(%)

人件費 69億8,056万円 14.7％
物件費 54億1,540万円 11.4％
維持補修費 1億9,850万円 0.4％
扶助費 108億4,035万円 22.8％
補助費等 75億8,842万円 15.9％
普通建設事業費 68億9,124万円 14.5％
公債費 59億7,866万円 12.5％
繰出金 33億2,037万円 7.0％
その他 3億8,650万円 0.8％

歳出合計 476億円 100.0％

自主財源 172億7,716万円（36.3％）
市税や使用料・手数料など、市が自主的に収入するお金

依存財源 303億2,284万円（63.7％）
国や県の基準に基づき、交付されたり割り当てられたり
するお金
(注）％の数値は、小数第２位を四捨五入したもの


